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５ 協議事項 

 

次期計画期間について 

 

（1） 地域福祉計画 

地域福祉計画は、第 1期計画を平成 17年度から平成 21年度までの 5年間とし

て策定しましたが、保健福祉諸計画として位置付けられている高齢者や障がい者な

どの個別計画と整合性を図りながら検討していく必要から、計画の策定時期をあわ

せることとして第 2期計画を平成 21年度から 23年度まで、第 3期計画を平成 24

年度から平成 26年度までとして 3年ごとに策定してきました。 

しかしながら、地域福祉計画においては、3年間で基本目標などに大きな変更が

生じることはなく、近隣市においても 5 年又は 6 年ごとに計画を策定しているこ

とを踏まえて、第 4期を平成 27年度から令和 2年度までの 6年間の計画としてい

ます。 

第 5 期計画につきましても、第 4 期計画と同様の取り扱いとして、令和 3 年度

から令和 8年度までの６年間に係る計画を策定し、１年ごとに実績や評価、課題な

どの進捗状況を管理しながら、必要に応じて見直しを行う形で策定したいと考えま

す。 

 

  【他市における現行計画の期間（石狩振興局管内）】 

都市名 計画名 計画期間 
計画期間中の見直

しについて 

札幌市 札幌市地域福祉社会計画 2018 
平成30～令和 5年度 

（6年間） 
各市とも計画期

間中の見直しは原

則行いません。 

ただし、法改正

等により影響が大

きい場合に限り、

見直しを検討する

という考え方で

す。 

江別市 第 4期江別市地域福祉計画 
令和2～6年度 

（5年間） 

千歳市 第 4期千歳市地域福祉計画 
令和2～6年度 

（5年間） 

恵庭市 第 3期恵庭市地域福祉計画 
平成28～令和 2年度 

（5年間） 

北広島市 第 4期北広島市地域福祉計画 
平成 27～令和 2年度 

（6年間） 

石狩市 第 4次石狩市地域福祉計画 
令和2～6年度 

（5年間） 

  

（2） 健康づくり計画 

健康づくり計画は、平成１４年度から平成２２年度までの９年間を第１次として

策定しましたが、保健福祉諸計画として位置付けられている高齢者や障がい者など

の個別計画と整合性を図りながら検討していく必要があるため、計画の策定時期を

あわせることとして平成２０年度に計画の見直しを行い、平成２１年度から２３年

度を第２次、平成２４年度から平成２６年度までを第３次として３年ごとに策定し

てきました。 

しかしながら、健康づくり計画においては、これまで３年間で基本目標などに大

きな変更が生じることはなく、国や道は 10年ごとに、近隣市においても５年又は
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6 年ごとに計画を策定していることから、平成２７年度から令和２年度までの６年

間に係る計画を策定しました。 

次期計画につきましても、第 4 次計画と同様に令和 3 年度から令和 8 年度まで

の 6年間に係る計画を策定し、１年ごとに実績や評価、課題などの進捗状況を管理

しながら、中間年である３年後に必要があれば見直しを行っていきたいと考えます。 

 

  【他市における現行計画の期間（石狩振興局管内）】 

都市名 計画名 計画期間 
計画期間中の見直し

について 

札幌市 
札幌市健康づくり基本計画 

健康さっぽろ２１（二次） 

平成 26～令和 5年度 

（10年間） 各市とも計画期間中

の見直しは原則行いま

せん。 

ただし、法改正等によ

り影響が大きい場合な

どに限り、見直しを検討

するという考え方です。 

なお、計画期間が 10

年間の市は、5年目に中

間評価を行っています。 

江別市 
えべつ市民健康づくりプラン

21（第 2次） 

平成 26～令和 5年度 

（10年間） 

千歳市 
はばたく健康ちとせ２１ 

（改定版） 

平成 28～令和 4年度 

（7年間） 

恵庭市 
第 2次恵庭市健康づくり計画 

（後期計画） 

平成 30～令和 5年度 

（6年間） 

北広島市 
健康づくり計画（第 4次） 

健康きたひろ２１ 

平成 27～令和 2年度 

（6年間） 

石狩市 石狩市健康づくり計画 
平成 28～令和 5年度 

（8年間） 
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（3） 次期計画の策定期間（案） 

 

次期計画の策定期間（案）について、保健福祉諸計画全体をまとめると下図のよ

うになります。 

 

【保健福祉諸計画に係る現計画及び次期計画の期間（案）】 

計画名 

 平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5 

年度 

令和 

6 

年度 

令和 

7 

年度 

令和 

8 

年度 

地域福祉計画 

 
 

    
 

   

高 齢 者 保 健 

福 祉 計 画 

  
  

 
  

 
  

介 護 保 険 

事 業 計 画 

    
 

  
 

  

障 が い 者 

福 祉 計 画 

 
   

 
  

 
  

障 が い 

福 祉 計 画 

 
   

 
  

 
  

障 が い 

福 祉 計 画 

 
   

 
  

 
  

健 康 づ く り 

計 画 

 
         

子ども・子育て 

支 援 プ ラ ン 

 
 

  
     

 

社会福祉協議会作成 

地 域 福 祉 

実 践 計 画 

          

 

※      今回策定する個別計画 

 

※      地域福祉部会で検討する計画 

 

 

 

 

第４期計画（H27～R2） 第５期計画(R3～R8) 

(R3～R5) 

(R3～R5) 

第６期計画(R3～R5) 

第５次計画(R3～R8) 

第１期計画 
(H27～R1) 

(H30～R2) 

(H30～R2) 

第４次計画(H27～R2) 

 

 

 

 

 

第８期計画(R3～R5) 

 

第７期計画(H30～R2) 

 

 

 

第５期計画(H30～R2) 

 

第２期計画(R2～R6) 

現計画（H27～R2） 次期計画(R3～R8) 

第２期計画(R3～HR5)  第１期計画(H30～R2) 
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次期計画の方向性及び体系について 

 

地域福祉計画策定に係る国の動向 

 

〇多様化する地域生活の課題に対し、様々な法改正が行われています。「災害対策基本法等の一部を改正する

法律」（平成25年）による災害対策基本法の一部改正、「生活困窮者自立支援法」（平成25年）、「子ども

の貧困対策の推進に関する法律」（平成25年）の成立、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」

（平成25年）、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（平成28年）の施行、「子ども・子育て支援新

制度」の本格実施など、福祉に関する法令改正や支援制度が大きく変化しつつあります。 

〇「地域共生社会」の実現に向け、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律」（平成29年）に関連して「社会福祉法」が改正され、複合化した課題を抱える個人や世帯に対する支援、

制度の狭間の問題など、既存の制度では解決が困難な課題に対し、地域住民による支えあいと公的支援が連

動した、包括的な支援体制の構築を目指すなどの方向性が示されました。 

〇「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会（地域共生社会推進検討会）」

では、包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を行うとともに、より広い視点に立っ

て、今後社会保障において強化すべき機能や、多様な社会参加と多様な主体による協働を推進していく上で

必要な方策についてとりまとめ、「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制の整備のため「重層的支

援体制整備事業」が創設しました。 

〇これを受け、高齢者の生活支援を目的とした「地域包括ケアシステム」の理念を普遍化し、子どもや障がい

のある方も含めた地域生活課題を抱える全ての人々に対して、包括的な支援体制の整備が必要となります。 

 

【社会福祉法の改正】：「市町村地域福祉計画」に盛り込むべき事項 

◎地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して取り組むべき事項

《新規》 

・地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

・地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

・地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

◎包括的な支援体制の整備に関する事項《新規》 

 

【主な国の動き】 

平成25年 ・災害対策基本法の一部改正（法律第54号） 

・生活困窮者自立支援法の成立（法律第105号） 

・子どもの貧困対策の推進に関する法律の成立（法律第64号） 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の施行（法律第65号） 

平成28年 ・成年後見制度の利用の促進に関する法律の施行（法律第29号） 

・ニッポン一億総活躍プラン「地域共生社会」の実現の閣議決定 

平成29年 ・「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社

会実現本部決定 

・地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の成立（法律第52号） 

平成30年 ・「改正社会福祉法」の施行 

令和2年 ・「地域共生社会」の実現に向けた包括的支援体制の整備のための「重層的支援体制整備事業」の

創設 
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計画書に掲載する事項【現計画書 P45-50】 

 

前計画は施策ごとにまとめていましたが、第 5期計画の計画書においては、体系的に

まとめることとし、基本目標ごとに整理をしました。 

 

（１）－１ 前計画の評価、課題と今後の方向性    

 

前計画の評価や課題としては、次のとおりとしました。 

 

①市民のニーズに応えた適切なサービスの提供（基本目標 1） 
基本施策１ 市民の悩み・要望を聞きとる相談体制の充実 

基本施策２ すべての人に安心を提供できる地域福祉の推進 

施策２－１ 福祉情報の提供体制の整備 

施策２－２ 社会資源ネットワークの整備 

施策２－３ 権利擁護体制の確立 

施策２－４ 高齢者等の孤立死を防止する体制整備 

 

高齢者、障がい者、子どもなどそれぞれに応じた専門的な相談体制の充実を図り体制の整備

をしてきました。 

高齢者については、４か所の高齢者支援センター（地域包括支援センター）、障がい者につい

ては、相談支援事業所（生活支援・就労支援）に専門職の配置、増員をして相談を実施してい

ます。 

子育て支援については、育児相談を地域子育て支援センターや２つの保育園に設置されてい

る子育て支援センター、児童虐待や DV などの相談を家庭児童相談員が実施しています。 

子どもサポートセンターについては、臨床心理士を配置し、全小中学校と連携を図りながら、

学校生活、家庭生活などの相談を実施しています。 

生活困窮者への支援を行うため、社会福祉法人に委託して生活困窮自立相談事業所を実施し

ています。 

いずれの相談窓口でも、相談件数は増加傾向にあり、相談支援のさらなる充実や、関係機関・

専門職の連携強化が求められます。 

 

広報紙、ホームページに情報を掲載し、「子育てガイドブック」、「保育所ガイド」、「ともに暮

らしていくために（障がい者サービスガイド）」、「高齢者サービスガイド」などのガイドブック

や「健康カレンダー」により、制度の周知を図っています。 

また、市広報紙・議会広報紙では、障がい者に配慮し、点字広報や声の広報も発行していま

す。 

情報提供に様々な方法を利用することと併せて、情報バリアフリーの推進が求められていま

す。 

 

社会福祉協議会や地区社会福祉委員会を中心に、地域福祉推進事業など、町内会・自治会、

民生委員児童委員等と協力して、地域での見守り活動、講演会、祭りなどを通じ、連携が図ら

れてきています。 

また、社会福祉協議会では、専門職を配置して、地区社会福祉委員会の活動支援や第 2 層協

議体等に参加しています。 

社会福祉協議会が中心となって、地域福祉を支え、様々なサービスを提供する社会資源ネッ

トワークの構築や地域活動との連携が必要です。 
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高齢による判断力の衰えや障がいのため判断力が不十分な人たちが、地域で安心して生活で

きるように日常生活自立支援事業（社会福祉協議会事業）、平成 28 年度に開設した成年後見セ

ンター（社会福祉協議会へ委託）を設置して成年後見制度の総合相談、手続き支援などを行っ

ています。 

認知症の高齢者や障がい者、子どもの虐待、ＤＶなどの権利侵害に対しては、高齢者支援セ

ンターや家庭児童相談員、母子・父子自立支援員等の相談窓口が中心となって解決に取り組ん

でいます。 

引き続き、地域で福祉サービスを必要とする人が権利を擁護され、地域社会の一員として尊

重されるよう支援が必要です。高齢化の進展や障がい者の地域移行など、成年後見制度の対象

者が増加していくことが見込まれるため、関係団体との連携強化や相談体制の充実が求められ

ます。 

 

② 現状に対処した福祉事業のさらなる展開のために（基本目標 2） 
基本施策３ 多様性を増している民間活動の発掘、支援、育成 

基本施策４ 保健、福祉、医療との垣根のない連携 

 

高齢者実態調査の実施や民生委員児童委員などと連携を図り、地域の福祉ニーズの把握や問

題を抱える人の早期発見に努めてきました。 

社会変化に伴い住民ニーズも多様化していることから、的確な福祉ニーズの把握に努める必

要があります。 

高齢者や障がい者を対象とした福祉サービスの委託を通して、ＮＰＯ（非営利活動団体）と

の連携・協力・支援、民間企業の福祉事業の参入により社会資源の拡大が図られてきました。 

引き続き、地域で高齢者や障がい者など、だれもが安心して暮らしていくため、地域福祉の

担い手となるＮＰＯや民間企業の活動支援を行い、社会資源を拡大していくことが必要です。 

 

保健、福祉、医療の連携により多様なサービスが効果的に提供されるよう、高齢者や障がい

者の相談窓口に保健師や社会福祉士など専門職を配置し、相談業務等に対応しました。 

 

 

③ 地域福祉活動への市民の主体的な参加の促進（基本目標 3） 
基本施策５ 市民参加を促し、様々な地域活動を支援する体制の充実  

施策５－１ ボランティアが活動できる環境づくり  

施策５－２ ボランティア活動の担い手育成 

基本施策６ 地域活動の活発化のためのネットワークと環境づくり  

施策６－１ 地域活動の連携強化  

施策６－２ 活動の場の提供と意識啓発 

 

ボランティアの人材の発掘・育成を行うため、社会福祉協議会のボランティアセンターは、

ボランティアセンター研修などの実施、ボランティア参加希望者とボランティアを必要とする

人の結びつける事業を実施しています。 

また、児童生徒の総合学習での福祉学習を通して、福祉やボランティアに対する意識啓発な

どを行ってきました。 

ボランティア活動への市民参加の促進が必要です。ボランティアセンターへの取り組みの支

援として、ボランティアセンターおよび各種事業への助成を実施しています。 

 

ＮＰＯへの市民参加の促進に向けては、多くの市民がその活動に関心をもって参加が進むよ
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う、セミナーの開催などを実施してきました。 

また、NPO の活動を充実させるため、個人市民税の寄付金税額控除の対象となる NPO 法人

を指定するための条例を平成 26 年に施行しています。 

 

地域福祉活動の要としての役割を担っている社会福祉協議会が策定している地域福祉実践

計画を推進するため、支援を行ってきました。地域活動の強化に向け社会福祉協議会との連携

を図る必要があります。 

町内会・自治会や地区社会福祉委員会とは、身近な地域課題解決のためのパートナーとして、

連携して取り組んできました。町内会・自治会単位で組織されている自主防災組織へ災害時要

援護者名簿の提供を行い、連携を図りました。 

地域福祉の現場で、共助を進める母体である町内会・自治会などとの連携が地域課題を解決

するうえで不可欠であることから、地域活動の強化に向けた連携が必要です。 

 

より多くの市民が地域福祉活動に参加できるよう、地区住民センター等の備品更新、住民集

会所の備品整備や補修整備に対する補助を実施することにより、地域活動拠点の整備を図りま

した。引き続き、活動の拠点整備に努める必要があります。  

地域での身近な課題を地域住民が自ら解決すべき問題として捉えてもらえるよう、広報紙や

ホームページ、出前講座などを利用してＰＲに努めてきました。より多くの市民が地域活動に

参加してもらうための意識啓発が必要です。 

 

④ その他の地域福祉の発展に向けて（基本目標 4） 
基本施策７ 福祉サービス、社会資源と結びついた地域活動の推進  

施策７－１ 福祉活動と連携した地域活動の推進  

施策７－２ 他の福祉計画との連携 

基本施策８ 地域で安心して暮らせるバリアフリーの環境づくり 

基本施策９ 地域福祉についてのさらなる連携強化 

 

民生委員児童委員との連携については、地域住民と福祉を結ぶ相談役として地域福祉の向上

に大きな役割を担っており、毎月開催される役員会で情報交換を実施しています。地域の福祉

ニーズの把握や問題を抱える人の早期発見に活用してもらうため、市から民生委員児童委員へ

65 歳以上の名簿、避難行動要支援者名簿等を提供しました。住民ニーズが多様化するなか、連

携を深めていく必要があります。 

大学との連携については、地域の活性化や人材の育成などを目的に、平成 25 年 4 月に市と

星槎道都大学が締結した包括連携協定を基に、大学から市の附属機関への参加や学生ボランテ

ィアの受入れなどを通して連携を図ってきました。今後とも、地域活動の推進に向け連携を深

める必要があります。 

 

地域福祉計画の策定時に、高齢者、障がい者、子育てを支援する各計画と連携しており、そ

の後は毎年、計画の進行管理を行っています。平成 30 年の社会福祉法の改正により地域福祉

計画は、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉などの上位計画と位置付けられました。保健福

祉諸計画の統一的に取り組むべき課題、制度の狭間のへの対応などを地域福祉計画に掲載して

すき間のない福祉の実現が必要です。 

 

計画の進行管理のため、保健福祉計画検討委員会を開催し、委員の任期を 3 年間とし、計画

策定から進行管理まで一体のものとしました。 

進行する人口減少の影響をより考慮しながら計画策定や進行管理を行うとともに、引き続き、
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市民参加を図ることが求められます。 

 

市営住宅の建替えや小中学校の大規模改修に合わせたバリアフリー化を導入し、市営住宅の

建替えはユニバーサルデザインを採用しています。 

地域で高齢者、障がい者、子ども、家庭で介護や子育てをしている家族が安心して暮らすた

めには、公共施設や公共空間はもとより、民間施設においてもバリアフリーで整備されている

ことが重要です。 

木造住宅の耐震化を促進するため、耐震診断の一部を助成する木造住宅耐震診断事業を実施

しています。地震や雪害に配慮した住宅整備が必要です。 

 

⑤ 災害時に支援が必要な人を支援できる体制づくり（基本目標 5） 
基本施策 10 災害時に支援が必要な人の支援体制構築、普及啓発  

施策 10―１ 避難行動要支援者情報の把握と情報の集約、維持管理  

施策 10－２ 避難行動要支援者情報の共有と情報更新  

施策 10－３ 災害時に支援が必要な人の見守りと緊急対応に備えた役割分担 

 

災害基本法に基づき、高齢者、障がい者、妊産婦などのうち災害発生時の避難等に支援を必

要とする方の「生命又は身体を災害から保護するために必要な措置を実施するための基礎とな

る」避難行動要支援者名簿を平成 28 年に作成し、対象者の状況を把握するため定期的に更新

を行っています。 

災害時に誰が支援し、どこの避難所等へ避難させるかなど、支援が必要な一人ひとりについ

て定める計画である個別計画を作成するため、避難支援等関係者へ避難行動要支援者名簿を提

供すること及び個別計画を策定することについての避難行動要支援者への同意確認をしてい

ます。 

避難行動要支援者名簿を提供すること避難行動要支援者名簿を提供することに同意した方

の名簿については、自治会・町内会、民生委員児童委員などの避難支援等関係者と、個人情報

の適正管理についての協定を締結し情報提供をいています。 

避難行動要支援者の情報については、災害時の支援の輪を広げていくために、多くの自治会・

町内会などの避難支援等関係者と名簿の共有を図る必要があります。また情報の把握、集約に

努めるとともに、名簿の提供にあたっては、引き続き、目的以外には使用されることがないよ

う、適切な情報の管理が必要です。 

避難行動要支援者のうち、収容避難場所における生活が困難で配慮が必要な人の避難生活の

ため、災害発生時には福祉施設等を利用して、特別な配慮がなされた福祉避難所を福祉施設や

医療施設との連携を図りながら整備をしていくことが必要です。 

 

 

 

 



基本理念

“地域力”を育て、高めあう

福祉のまち

市民が主役となった地域福祉

活動の推進

地域で暮らすことができるつな

がりのある地域福祉

公共・民間・非営利サービスの機能的役割の

分担と連携による地域の“福祉力”の向上

基本目標

市民のニーズに応えた適切なサービス

の提供

現状に対処した福祉事業のさらなる展開

のために

地域福祉活動への市民の主体的な参加の

促進

その他の地域福祉の発展に向けて

基本施策

市民の悩み・要望を聞きとる相談体

制の充実

すべての人に安心を提供できる地域

福祉の推進

多様性を増している民間活動の発掘、

支援、育成

市民参加を促し、様々な地域活動を

支援する体制の充実

保健、福祉、医療との垣根のない連携

地域活動の活発化のためのネット

ワークと環境づくり

福祉サービス、社会資源と結びつい

た地域活動の推進

地域で安心して暮らせるバリアフ

リーの環境づくり

地域福祉についてのさらなる連携強化

基本メッセージ
みんなで高める”地域力” みんなで広げる住みよいまち

総合相談体制の充実

福祉情報の提供体制の整備

社会資源ネットワークの整備

権利擁護体制の確立

高齢者等の孤立死を防止する体制整備→社会資源ネットワークへ

多様性を増している民間活動の発掘、支援、育成

保健、福祉、医療との垣根のない連携

ボランティアが活動できる環境づくり

ボランティア活動の担い手育成

地域活動の連携強化

活動の場の提供と意識啓発

福祉活動と連携した地域活動の推進

他の福祉計画との連携 → 福祉諸計画の上位計画となったことにより、冒頭の計画の

位置づけ、計画の推進に移設

バリアフリーのまちづくり

地域福祉についてのさらなる連携強化

災害時に支援が必要な人を支援でき

る体制づくり

災害時に支援が必要な人の支援体制

構築、普及啓発
避難行動要支援者情報の把握と情報の集約、維持管理

避難行動要支援者情報の共有と情報更新

災害時に支援が必要な人の見守りと緊急対応に備えた役割分担

高齢者支援センター、障がい相談支援事業所（生活支援・就労支援）、地域子育て支援センター、

家庭児童相談員、母子・父子自立支援員、子どもサポートセンター、生活困窮者自立相談支援事業

市の広報・ホームページでの啓発、各種ガイドブック点字広報・声の広報など情報のバリアフリーの

推進、町内会・自治会、地区社会福祉委員会、ボランティアなどへの情報供給と連携

北広島市成年後見センターを設置して、成年後見制度や日常自立支援事業の啓発及び利用の促進、

虐待などの権利侵害を受けた者の相談支援

高齢者への安否確認のネットワーク、緊急通報装置

第４期

地域福祉計画

体系図

社会福祉協議会を中心に、団体を結ぶネットワークの連携の強化、地域活動を支援する人材の育成

住民のニーズの把握、NPO法人や民間との連携協力

福祉、医療との垣根のない連携、高齢者分野の医療介護連絡調整会議など

ボランティアセンターへの支援、NPO法人への支援

人材の発掘、育成、学校での福祉学習の促進

社会福祉協議会への活動支援、町内会・自治会などと連携し地域活動の強化

地域活動拠点の提供としては、住民集会所やコミュニティ施設等の活用を図るとともに、地域福祉

の考え方を啓発

民生委員児童委員、大学などと連携、防犯対策などの地域活動の促進

他の保健福祉諸計画との連携

市営住宅、公共施設のバリアフリー化、建物の耐震化

定期的な計画の点検・見直し、地域福祉への市民参加

避難行動要支援者名簿の作成、定期的な更新による情報把握

町内会・自治会、民生委員児童委員、消防、警察などの避難支援関係者との情報共有

避難行動要支援者への日常的な見守り活動、助け合い活動を推進し、災害時に備えた体制づくり



基本的な

考え方

基本目標

人づくり

・地域福祉の基盤は、その地域を支

える人が重要な役割を果たします。

・基盤を支える力となる地域力の向

上を図ります。

・また、ここでいう人とはNPO法人、

各種福祉団体も含みます。

・ボランティアの育成をおこないま

す。

・市民参加型の事業を積極的に実施

します。

仕組みづくり

・地域のニーズは多種多様なものと

なっとります。ニーズに合ったサー

ビスが展開できるように体制を整備

します。

・さまざまな課題を抱える方への包

括的な相談体制の構築を行います。

・重層的支援体制については、現在

構築してきた基盤をさらに検討を行

い、推進をしていきます。

地域福祉を推進する（お互いさまの）

まちづくり

・誰もが安心して暮らし続けられる

よう、地域力を高める取り組みを進

めます。

・避難行動要支援者プランなどの災

害に対する地域福祉の取り組みを記

載します。

・町内会自治会などの地域活動の支

援について記載をします。。

基本施策

市民の悩み・要望を聞きとる相談体制の充実

すべての人に安心を提供できる地域福祉の推進

多様性を増している民間活動の発掘、支援、育成

市民参加を促し様々な地域活動を支援する体制の充実

保健、福祉、医療との垣根のない連携

地域活動の活発化のためのネットワークと環境づくり

福祉サービス、社会資源と結びついた地域活動の推進

地域で安心して暮らせるまちの環境づくり

地域福祉についてのさらなる連携強化

みんなで高める”地域力” みんなでつくろう住みよいまち

高齢、障がい、子ども共通に取り組む事項

地域における社会福祉を目的とする事業の健全

重層的支援体制整備事業

北広島市における課題については、前計画時と大きな変更はないことから、第4期の基本理念・目標などを基に、市民に解りやすい体系とするよう整理を行うこととします。

基本メッセージ、基本理念を統合して、基本理念とし、基本的な考え方の中で前計画の基本目標と同様の方向性を示すこととします。

基本目標は、５つから３つに整理し、市民がイメージしやすい体系とし、各基本目標に連動する基本施策、具体的な施策を体系化します。

総合相談体制の充実

福祉情報の提供体制の整備

社会資源ネットワークの整備

権利擁護体制の確立

多様性を増している民間活動の発掘、支援、育成

保健、福祉、医療との垣根のない連携

ボランティアが活動できる環境づくり

ボランティア活動の担い手育成

地域活動の連携強化

活動の場の提供と意識啓発

福祉活動と連携した地域活動の推進

バリアフリーのまちづくり

地域福祉についてのさらなる連携強化

災害時に支援が必要な人の支援体制構築、普及啓発 避難行動要支援者情報の把握と情報の集約、維持管理

避難行動要支援者情報の共有と情報更新

災害時に支援が必要な人の見守りと緊急対応に備えた役

割分担

第5期計画では、第4期計画に引き続き、市民自らが

地域共生型社会の構築をめざします。

“地域力”を育て、高めあう福祉

のまち

市民が主役となった地域福祉活動

の推進

地域で暮らすことができるつながりのある

地域福祉

公共・民間・非営利サービスの機能的役割の

分担と連携による地域の“福祉力”の向上

福祉人材の確保・育成

生活困窮者への支援

犯罪をした者等の社会復帰支援

第５期

地域福祉計画

体系図

高齢者支援センター、障がい相談支援事業所（生活支援・就労支援）、地域子育て支援センター、家

庭児童相談員、母子・父子自立支援員、子どもサポートセンター、生活困窮者自立相談支援事業所

市の広報・ホームページでの啓発、各種ガイドブック点字広報・声の広報など情報のバリアフリーの推

進、町内会・自治会、地区社会福祉委員会、ボランティアなどへの情報供給と連携

虐待などの権利侵害を受けた者の相談支援

北広島市成年後見センターを設置して、成年後見制度や日常自立支援事業の啓発及び利用の促進

成年後見制度利用促進計画を考慮した計画となるように変更を加える

社会福祉協議会を中心に、団体を結ぶネットワークの連携の強化、地域活動を支援する人材の育成

高齢者への安否確認、緊急通報装置などの旧「高齢者等の孤立死を防止する体制整備」を内包

NPO法人や民間との連携協力、地域の福祉を支える専門職などの確保、育成

福祉、医療との垣根のない連携、高齢者分野の医療介護連絡調整会議など

ボランティアセンターへの支援、NPO法人への支援

人材の発掘、育成、学校での福祉学習の促進

社会福祉協議会への活動支援、町内会・自治会などと連携し地域活動の強化

地域活動拠点の提供としては、住民集会所やコミュニティ施設等の活用を図るとともに、地域福祉

の考え方を啓発

民生委員児童委員、大学などと連携、防犯対策などの地域活動の促進

市営住宅、公共施設のバリアフリー化、建物の耐震化

定期的な計画の点検・見直し、地域福祉への市民参加、住民のニーズの把握(多様性を増している民

間活動の発掘、支援育成から移設）

避難行動要支援者名簿の作成、定期的な更新による情報把握

町内会・自治会、民生委員児童委員、消防、警察などの避難支援関係者との情報共有

避難行動要支援者への日常的な見守り活動、助け合い活動を推進し、災害時に備えた体制づくり

新規：総合相談体制の充実から生活困窮などを分けて記載する

新規

高齢、障がい、子ども共通に取り組む事項

包括的な支援体制（社会福祉法第106条関係）

地域福祉計画に掲載する事項

重層的支援体制整備事業

地域における福祉サービスの適切な利用の促

進に関する事項

高齢、障がい、子ども共通に取り組む事項

地域福祉に関する活動への住民の参加の促進

に関する事項

断らない相談体制

地域福祉に関する活動への市民の参加を促す支援

域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課

題に関する相談

域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課

題に関する相談

断らない相談体制

基本理念


